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１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第54期 

第１四半期 
連結累計期間 

第55期 
第１四半期 
連結累計期間 

第54期 

会計期間 
自 平成28年４月１日 
至 平成28年６月30日 

自 平成29年４月１日 
至 平成29年６月30日 

自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日 

売上高 (千円) 1,847,499 2,106,787 8,094,209 

経常利益又は経常損失(△) (千円) △21,604 31,740 63,649 

親会社株主に帰属する四半期（当
期）純損失(△) 

(千円) △42,874 △2,810 △55,500 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △182,236 476 △68,573 

純資産額 (千円) 3,929,763 4,002,721 4,043,181 

総資産額 (千円) 6,513,513 6,943,393 7,162,176 

１株当たり四半期（当期）純損失金 
額(△) 

(円) △5.24 △0.34 △6.78 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) － － － 

自己資本比率 (％) 60.3 57.6 56.5 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。 

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について重要な変更はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況 

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善を背景に、緩やかな回復基調が続

いております。一方で、米国では個人消費が依然堅調に推移しているものの、新興国の経済停滞、欧米の新政権発

足や中東及び東アジア地域における地政学リスクの高まりを受け、世界経済においては、依然として先行き不透明

感が続いております。

 こうした状況の中で当社グループは、「業務の高付加価値化、差別化による高収益構造の構築」の方針のもと、

新たな中期３か年経営計画初年度として、引き続き業務用調味料市場の開拓、拡大に注力するとともに、生産性の

向上に向けて、人材の育成や原価管理の強化に注力してまいりました。

 当社グループは「食品製造事業」のみを報告セグメントとしており、当第１四半期連結累計期間の連結業績は以

下のとおりです。売上高は増収、営業利益及び経常利益は増益、親会社株主に帰属する四半期純利益は損失計上で

すが、損失額が縮小される結果となりました。 

①売上高

 売上高は、2,106百万円(前年同期比14.0%増)となりました。

 国内市場においては、引き続き外食市場及び中食市場向け業務用調味料の販売が好調に推移し、業務用製品の売

上高は前年同期比10.7%増となり、別添用スープも好調に推移し売上高は前年同期比12.0%増となりました。加え

て、仕入商品の販売も引き続き好調で前年同期比18.7%増で推移いたしました。

 一方、北米市場においては、国内同様に業務用調味料の販売が好調で前年同期比87.5%増で推移いたしました。

②営業損益

 営業利益は32百万円(前年同期は営業損失15百万円)となりました。

 その主な要因は、国内においては外食市場及び中食市場向け売上高の拡大及びこれによる工場稼働率の上昇によ

って製造原価が低減したことによるものであります。

 一方、海外においても、売上高の増加及び工場稼働率の上昇により製造原価率が低減したことにより利益率は改

善し、損失が縮小いたしました。

③経常損益

 経常利益は31百万円(前年同期は経常損失21百万円)となりました。

 その主な要因は、営業利益の記述に加えて、前期計上していた為替差損が無くなり、為替差益を484千円計上し

たことにより増益となりました。

④親会社株主に帰属する四半期純損益

 親会社株主に帰属する四半期純損失は2百万円(前年同期の親会社株主に帰属する四半期純損失42百万円)となり

ました。その主な要因は、親会社利益に係る法人税等33百万円であり、四半期純損失計上となりましたが、損失額

は売上高の増加及び工場稼働率の上昇により営業利益を確保し、前年同期から約40百万円改善されております。

 この結果、当第１四半期連結累計期間における１株当たり四半期純損失は0.34円となりました。
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(2）財政状態の分析 

（資産） 

 当第１四半期連結会計期間末における資産の残高は、前連結会計年度末に比べ218百万円減少し6,943百万円（前

連結会計年度比3.1％減）となりました。これは主に、現金及び預金の減少266百万円があったことによるもので

す。

 

（負債） 

 当第１四半期連結会計期間末における負債の残高は、前連結会計年度末に比べ178百万円減少し2,940百万円（前

連結会計年度比5.7％減）となりました。これは主に、未払金の増加82百万円があったものの、未払法人税等の減

少85百万円、賞与引当金の減少88百万円、長期借入金の減少115百万円があったことによるものです。

 

（純資産） 

 当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末に比べ40百万円減少し4,002百万円

（前連結会計年度比1.0％減）となりました。これは主に、その他の包括利益累計額の増加3百万円があったもの

の、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上2百万円、配当金の支払40百万円があったことによるものです。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。 

 

(4）研究開発活動 

 当第１四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は、45百万円となっております。 

 なお、当第１四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 16,600,000 

計 16,600,000 

（注） 平成29年６月21日開催の第54回定時株主総会において、当社普通株式について1,000株を100株の割合で併合す

る旨、及び株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、発行可能株式総数を16,600,000株から

1,660,000株に変更する旨の定款変更が承認可決されました。

 

②【発行済株式】

種類 
第１四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成29年６月30日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成29年８月10日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 9,493,193 9,493,193 
東京証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 

(スタンダード) 

単元株式数 
1,000株 

計 9,493,193 9,493,193 － － 

（注） 平成29年６月21日開催の第54回定時株主総会において、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもっ

て、単元株式数を1,000株から100株に変更する旨の定款変更が承認可決されました。

なお、株式併合後の発行済株式総数は、8,543,874株減少し、949,319株となります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 

(千円) 

平成29年４月１日～ 
平成29年６月30日 

－ 9,493,193 － 1,413,796 － 1,376,542 

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在 
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 
普通株式 

1,306,000 
－ － 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

8,176,000 
8,176 － 

単元未満株式 
普通株式 

11,193 
－ － 

発行済株式総数 9,493,193 － － 

総株主の議決権 － 8,176 － 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の「株式数」及び「議決権の数」欄には、証券保管振替機構名義の株式

1,000株（議決権の数１個）が含まれております。 

２．当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 

所有株式数 
(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

和弘食品株式会社 
北海道小樽市銭函３丁目
504番地１ 

1,306,000 － 1,306,000 13.76 

計 － 1,306,000 － 1,306,000 13.76 

 

２【役員の状況】

（取締役及び監査役の状況） 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。 

 

（執行役員の状況） 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。 
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第４【経理の状況】
１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(平成29年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成29年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,154,842 888,303 

受取手形及び売掛金 1,386,850 1,364,844 

有価証券 22 22 

商品及び製品 357,028 414,360 

仕掛品 5,059 4,769 

原材料及び貯蔵品 328,049 326,073 

その他 92,560 92,606 

貸倒引当金 △676 △945 

流動資産合計 3,323,737 3,090,034 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,830,472 1,854,315 

機械装置及び運搬具（純額） 567,742 552,938 

土地 728,550 728,927 

その他（純額） 352,301 331,006 

有形固定資産合計 3,479,066 3,467,188 

無形固定資産 20,837 41,308 

投資その他の資産 316,243 328,060 

固定資産合計 3,816,147 3,836,558 

繰延資産 22,290 16,800 

資産合計 7,162,176 6,943,393 

負債の部    

流動負債    

買掛金 764,955 776,538 

1年内返済予定の長期借入金 430,201 430,201 

未払法人税等 94,646 9,490 

賞与引当金 135,000 47,000 

その他 442,156 559,119 

流動負債合計 1,866,959 1,822,348 

固定負債    

長期借入金 829,179 713,556 

リース債務 248,666 230,289 

繰延税金負債 1,695 － 

役員退職慰労引当金 148,269 151,252 

資産除去債務 22,505 22,505 

その他 1,720 720 

固定負債合計 1,252,035 1,118,322 

負債合計 3,118,994 2,940,671 
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    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(平成29年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成29年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,413,796 1,413,796 

資本剰余金 1,376,644 1,376,644 

利益剰余金 1,477,292 1,433,546 

自己株式 △232,716 △232,716 

株主資本合計 4,035,017 3,991,271 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 15,917 13,719 

為替換算調整勘定 △7,754 △2,269 

その他の包括利益累計額合計 8,163 11,450 

純資産合計 4,043,181 4,002,721 

負債純資産合計 7,162,176 6,943,393 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
 前第１四半期連結累計期間 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

 当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

売上高 ※１ 1,847,499 ※１ 2,106,787 

売上原価 1,452,293 1,621,057 

売上総利益 395,205 485,730 

販売費及び一般管理費 410,858 453,377 

営業利益又は営業損失（△） △15,653 32,352 

営業外収益    

受取利息 1 8 

受取配当金 1,189 1,358 

受取賃貸料 729 720 

受取保険金 2,188 1,151 

為替差益 － 484 

その他 903 2,626 

営業外収益合計 5,011 6,349 

営業外費用    

支払利息 1,130 778 

開業費償却 5,371 5,527 

為替差損 4,412 － 

その他 48 655 

営業外費用合計 10,963 6,962 

経常利益又は経常損失（△） △21,604 31,740 

特別利益    

固定資産売却益 49 － 

特別利益合計 49 － 

特別損失    

固定資産売却損 206 1,023 

特別損失合計 206 1,023 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△21,761 30,717 

法人税、住民税及び事業税 2,014 2,697 

法人税等調整額 19,099 30,829 

法人税等合計 21,113 33,527 

四半期純損失（△） △42,874 △2,810 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △42,874 △2,810 

 

- 10 -

2017/08/09 13:28:08／16283659_和弘食品株式会社_第１四半期報告書



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
 前第１四半期連結累計期間 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

 当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

四半期純損失（△） △42,874 △2,810 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △4,724 △2,198 

為替換算調整勘定 △134,637 5,484 

その他の包括利益合計 △139,362 3,286 

四半期包括利益 △182,236 476 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △182,236 476 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】

（追加情報）

（株式併合及び単元株式数の変更） 

 当社は平成29年５月22日開催の取締役会において、平成29年６月21日開催の第54回定時株主総会に、株式併合に

関する議案を上程することを決議いたしました。併せて、第54期定時株主総会において株式併合に関する議案が承

認可決されることを条件として、単元株式数の変更を行うことを決議し、株式併合に関する議案は、同株主総会に

おいて承認可決され、平成29年10月１日でその効力が発生いたします。 

 

１．株式併合及び単元株式数の変更の目的 

  全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、全国証券取引所に上場する内国会社の普通

株式の売買単位を100株に統一することを決定しております。当社も東京証券取引所に上場する企業としてこの趣

旨を尊重し、当社株式の単元株式数を現在の1,000株から100株に変更することといたしました。併せて、証券取引

所が望ましいとしている投資単位の金額水準（５万円以上50万円未満）を勘案し、株式併合を実施するものであり

ます。 

 

２．株式併合の内容 

   (1)併合する株式の種類 

    普通株式 

   (2)併合の方法・割合 

    平成29年10月１日をもって、平成29年９月30日（実質上９月29日）の最終の株主名簿に記載又は記録された

株主の所有株式数10株につき１株の割合で併合いたします。 

   (3)併合により減少する株式数 

株式併合前の発行済株式総数（平成29年６月30日現在） 9,493,193株 

株式併合により減少する株式数 8,543,874株 

株式併合後の発行済株式総数 949,319株 

  （注）「併合により減少する株式数」及び「併合後の発行済株式総数」は、株式併合前の発行済株式総数及び併

合割合に基づき算出した理論値です。 

     なお、当社は新株予約権を発行しておりません。 

 

３．１株未満の端数が生じる場合の処理 

  株式併合の結果、１株未満の端数が生じた場合は、会社法の定めに基づき一括して売却処分し、または買い取

り、それらの代金を端数の生じた株主に対して、端数の割合に応じて分配いたします。 

 

４．効力発生日における発行可能株式総数 

  株式併合による発行済み株式総数の減少に伴い、効力発生日（平成29年10月１日）をもって、発行可能株式総数

を16,600千株から1,660千株に変更いたします。 

 

５．単元株式数の変更の内容 

  平成29年10月１日をもって、普通株式の単元株式数を1,000株から100株に変更いたします。 

 

６．効力発生日 

取締役会決議日 平成29年５月22日 

株主総会決議日 平成29年６月21日 

株式併合及び単元株式数の変更 平成29年10月１日 

 

７．１株当たり情報に及ぼす影響 

  当該株式併合が前連結会計年度の期首に実施されたと仮定した場合の１株当たり情報は以下のとおりです。 

  前第１四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 
至 平成28年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成29年４月１日 
至 平成29年６月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 52円40銭 3円43銭 

潜在株式調整後 

１株当たり四半期純利益金額 
― ― 

  （注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結

累計期間は１株当たり四半期純損失金額であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
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（四半期連結損益計算書関係）

※１ 売上高の季節的変動 

前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）及び当第１四半期連結累計

期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日） 

 当社グループの売上高は、事業の性質上、第２四半期連結会計期間及び第３四半期連結会計期間に売上

が集中する傾向にあります。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
至 平成29年６月30日) 

減価償却費 97,319千円 99,127千円 

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 40,940 5 平成28年３月31日 平成28年６月24日 利益剰余金 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの 

 該当事項はありません。 

 

当第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成29年６月21日 
定時株主総会 

普通株式 40,935 5 平成29年３月31日 平成29年６月22日 利益剰余金 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの 

 該当事項はありません。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日） 

 当社グループは、食品製造事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

当第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日） 

 当社グループは、食品製造事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
至 平成29年６月30日) 

１株当たり四半期純損失金額（△） △5円24銭 △0円34銭 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）(千
円) 

△42,874 △2,810 

普通株主に帰属しない金額(千円) － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失
金額（△）(千円) 

△42,874 △2,810 

普通株式の期中平均株式数(株) 8,188,088 8,187,178 

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

２【その他】

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２９年８月１０日

和弘食品株式会社 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 下  田  琢  磨  印 

 

 
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 柴  本  岳  志  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている和弘食品株式会

社の平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成２９年４月１日

から平成２９年６月３０日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成２９年４月１日から平成２９年６月３０日まで)に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、和弘食品株式会社及び連結子会社の平成２９年６月３０日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

2017/08/09 13:28:08／16283659_和弘食品株式会社_第１四半期報告書



【表紙】
 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 北海道財務局長 

【提出日】 平成29年８月10日 

【会社名】 和弘食品株式会社 

【英訳名】 Wakou Shokuhin Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  和山 明弘 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 北海道小樽市銭函３丁目504番地１ 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長和山明弘は、当社の第55期第１四半期（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

 

２【特記事項】

 確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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